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平成１９年７月６日 

 

東京都教育庁 

指導部主任指導主事（情報教育担当）  殿 

 

                    東京都高等学校情報教育研究会 

                                               会長 武山洋二郎 

（都立松原高等学校長） 

 

 

情報教育の環境整備について(要望) 

 

１ 教科「情報」の授業での指導体制について 

教科「情報」の学習にあっては，生徒のソフトウェア及びハードウェアについての操作

能力の程度の差が大きく，教員１人では生徒一人一人に対応できないのが実情です。 

他県では教科「情報」の免許取得者が多く、各校複数配置で TT(Team Teaching)または

TA(Teaching Assistant)や少人数による授業を展開しているところが多く見られますが、

都立高校では IT教育普及支援校以外は１名体制で展開しているのが現状です。 

現在の IT教育普及支援校では、加配で２名体制の環境を整えていただいており、TTま

たは少人数による授業を展開することが可能ですが、同時に担当校の教員の IT 活用能力

を育成するなどの業務が課されています。 

一方、家庭科では少人数加配の要求がある学校には加配の措置がありますが、こうした

業務がありません。また、工業や商業などの専門高校におけるコンピュータ実習では，TT

が認められております。さらに私立高校などでは、民間の人材派遣を活用して TA を配置

している場合もあります。 

 今年度で IT 教育普及支援校の事業が終了しますが、次のいずれかの方法で、全都立高

校の教科「情報」の授業を対象として、要望のある学校には TA を配置していただけるよ

うお願いいたします。 

以下の点を要望します。 

(1) 愛知県の県立高校のように非常勤講師で TAを配置する。 

(2) 以前実施された「IT専門家事業」のような事業を都独自の事業として実施し、民間の

人材派遣を利用して TAを配置する。 
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２ 校内 LANの整備事業について 

 現在、インターネット回線は、パソコン教室内にあるサーバやルータ、ハブ等を経由し

て同教室内のクライアント PCに接続されています。これらは、集団学習装置を整備する

事業で設置されたものです。 

 またこれとは別に、校内LAN整備事業が進められ、毎年数校で普通教室などに校内LAN

の回線が敷設されつつあります。 

 ところが、校内 LAN 整備事業では、校内の回線を敷設する工事費の予算しかなく、イ

ンターネットへ接続するための回線使用料、情報を共有するためのサーバなどの機器を購

入する備品費、ウィルス対策や不正侵入防止のためのソフトウェア購入費、それらを整備

するための設定作業などに必要な役務費が措置されておりません。 

そのため、校内 LAN の回線をパソコン教室内にあるルータを経由してインターネット

に接続したり、同教室内にあるサーバを校内 LAN の情報共有のためのサーバとして使用

したりしているのが現状であります。 

 ところが、パソコン教室にあるサーバは、集団学習装置を整備する事業で導入したもの

でリース契約で設置されている場合があります。このサーバに、他の事業で整備するパソ

コンを接続したり、そのパソコンと情報共有したりすることはリース契約に違反し、トラ

ブルが起こっても保守サービスを受ける際に問題になることがあります。 

 また、通信事業者との契約では、インターネット回線に接続できるクライアント数に上

限が定められており、パソコン教室にあるパソコンの数だけでこの上限に近い状態になっ

ている場合があります。このインターネット回線に校内 LAN の回線をつなぐと、クライ

アントの数が上限を超え、契約違反になってしまう場合があります。たとえ物理的に接続

できたとしても、通信速度に影響を与えたり、サーバなどに過度の負担を与えたりするこ

とになります。 

このような状況を改善するため、以下の点を要望します。 

(1) 校内 LAN整備事業においては、回線の敷設予算だけでなく、実際に稼働するための予

算も措置する。 

(2) 校内 LAN整備事業や集団学習装置を整備する事業など、複数の事業を連携して整備す

る。 

以上 


